
平成26年11月10日（毎月10日発行）

本自動車連盟（JAF）はじめ自動車関係21団

体で構成する「自動車税制改革フォーラム」

と自動車総連は、10月初旬から全国約40カ所で自動

車ユーザーの税負担軽減を訴える街頭活動を展開し

た。同フォーラムでは、生活必需品であるクルマに

過重な税金が課せられているとして、蜴自動車取得

税の廃止、蜴自動車重量税の廃止、蜴ガソリン税・

軽油引取税に上乗せされた「当分の間税率」の廃止

などをかねてから政府などに要望してきた。

しかし、要望の実現には至っていないうえ、4月

からの消費税率引き上げによりユーザー負担がさら

に重くなり、加えて、廃止される取得税の付け替え

となりかねない「環境性能課税」の創設が検討され

ているため、税制改正論議が本格始動する10月から

国民へ直接訴えることにした。

街頭活動は、大勢の人が集まる駅前を中心に商業

施設やイベント会場などでも行われ、北海道から九

州まで全国各地で実施された。JAFを中心としたフ

ォーラム団体や自動車総連のスタッフらがチラシ

（22ページ参照）やポケットティッシュなどを配布し

ながら、ドライバーや道行く人たちにユーザー負担

軽減を訴えた。
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■第１回法制委員会開催
■平成26年度第３回道路・環境委員会開催
■自民など３党が27年度税制改正要望ヒアリング開催
■「大阪府自動車政策懇談会」開催

■第208回会員研修会開催
■全国道路利用者会議全国大会・道路視察に参加
■第91回全国自動車会議所専務理事会開催
■「とやま環境フェア2014」に出展［富山県］
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◇◇主な内容◇◇

ユユーザーーザー負担軽減を訴負担軽減を訴えるえる「街頭活動街頭活動」展開ユーザーーザー負担軽減を訴負担軽減を訴えるえる「街頭活動街頭活動」展開ユーザーーザー負担軽減を訴負担軽減を訴えるえる「街頭活動街頭活動」展開
北海道から九州まで全国約北海道から九州まで全国約４０４０カ所で実施カ所で実施北海道から九州まで全国約４０カ所で実施

ＪＡＦ・ＪＡＦ・自動車税制改革フォーラム自動車税制改革フォーラム、自動車総連自動車総連ＪＡＦ・自動車税制改革フォーラム、自動車総連

JAFJAFの矢代の矢代驪義副会長や久米正一専務理事も参加して行われた街頭活動（１０月２３日、東京・田町駅前）義副会長や久米正一専務理事も参加して行われた街頭活動（１０月２３日、東京・田町駅前）JAFの矢代驪義副会長や久米正一専務理事も参加して行われた街頭活動（１０月２３日、東京・田町駅前）
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本自動車会議所は10月31日、東京・港区の日

本自動車会館「くるまプラザ」会議室で、平

成26年度第1回法制委員会（委員長＝神谷俊広・全

国ハイヤー・タクシー連合会理事長）を開催した。

今回は、国土交通省自動車局自動車情報課の松生恒

樹専門官より「自動車関連情報の利活用に関する将

来ビジョン検討会の中間とりまとめ並びに現在の検

討状況」をテーマに説明いただき、意見交換を行っ

た。松生専門官の説明要旨は以下の通り。

１．検討会について

「自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョン

検討会」は、IT技術の進展を背景に、自動車の走行

や、行政が持っている自動車検査登録における各種

情報を活用して新たなサービスが創出できないか、

また自動車関連手続きの利用環境の向上が図れない

か等の問題意識を背景に、本年２月に設置され検討

が進められている。

本年６月に中間とりまとめが行われ、現在はその

中で重点テーマとされたテーマについて、集中的な

議論が進められており、年内に最終的な取りまとめ

が行われる予定である。

２．自動車関連情報を巡る動向

盧　今後の人口と行政コスト

検討会の議論の中で確認してきた自動車関連情報

を巡る動向について紹介したい。

マクロの視点から大きな課題の背景となる、わが

国の人口の状況を見ると、今から10年後の2025年に

は、全人口の３割が65歳以上の高齢者になる見込み

である。また、2050年時点の人口増減をみると、

2005年比で人口が半分以下になる地点が現在の居住

地域の６割以上を占め、人口規模が小さいほど人口

減少率が高くなるなど、人口の低密度化と地域的偏

在が同時に進行する可能性がある。

一方、人口密度は低下するほど、一人あたりの行

政コスト（歳出額）は増加する傾向がある。

今後の少子高齢化・人口密度の低下の進展を見据

えれば、行政として、新たな対応の必要性が求めら

れていると言える。

盪　IT化に向けた政府の取り組み

新たな行政としての対応の一つとして、ITを取り

上げられることができるだろう。ITの進展は、1990

年代のインターネットの普及から、2000年代のさら

なる情報技術の高度化を経て、現在クラウド技術な

どによる「ビッグデータ」の利活用、情報の付加価

値の創出・新サービスの展開というフェーズに入っ

てきている。政府としては、2001年１月の「e－

Japan戦略」を皮切りに、昨年６月に「世界最先端

IT国家創造宣言」を取りまとめ、ITに関する取り

日

自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョン検討会の自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョン検討会の
中間とりまとめ並びに現在の検討状況について中間とりまとめ並びに現在の検討状況について

自動車関連情報の利活用に関する将来ビジョン検討会の
中間とりまとめ並びに現在の検討状況について

国土交通省自動車局自動車情報課国土交通省自動車局自動車情報課国土交通省自動車局自動車情報課松生専門官が説明松生専門官が説明松生専門官が説明

第第1回第1回法制委員会開催法制委員会開催法制委員会開催
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組みを進めているところである。

この「世界最先端IT国家創造宣言」は、「2020年

までに世界最高水準のIT利活用社会の実現」を目指

し、「公共データの民間開放の推進、ビッグデータ

の利活用による新サービスの創出」や「利便性の高

い電子行政サービスの実現」などを柱として取り組

みが進められている。

蘯　IT化の進展と自動車

自動車においても、自動車の電子制御化等のIT

化が進展しており、その結果、自動車の所有する走

行や車体状況などの情報は大幅に増加している。ま

た、カーナビやETC等から始まり、現在さまざま

なテレマティクスサービスが展開されるなど、車外

通信によるサービスが大幅に増加している。

自動車メーカーによる取り組みを見てみると、自

社車両のプローブ情報（位置情報や走行情報等）を

収集し、ユーザーや企業・自治体に提供するサービ

スを開始している事例がある。

2011年の東日本大震災の際には、震災の翌日から

ホンダが自社車両の通行実績情報の公開を始め、震

災の約１週間後にはITS Japanがホンダ・トヨタ・

日産の通行実績情報を集約し、提供できるところま

できていた。

盻　自動車保険や海外における動向

この他、一部の損害保険会社では、特定車種につ

いて、プローブ情報を収集し、走行距離に応じた保

険料を設定している。また、海外では運転特性（急

ブレーキ等）に基づく保険料設定や、中古車購入の

際に、車両の事故履歴や修理・整備履歴を有料で提

供するサービスなどが展開されている。

眈　自動車検査登録制度やOSSにおける動向

わが国での自動車検査登録においては、「自動車

登録検査情報処理システム（MOTAS）」によって、

全国の車両に関する情報を一元管理しており、他の

行政機関との連携や、インターネットを通じた自治

体・民間企業などへの情報提供を行っている。

また、自動車検査独立行政法人で検査した車両デ

ータを電子データとして蓄積することで、トラック

の二次架装といった不正改造車の排除の効果も期待

されている。

自動車保有関係手続に係るワンストップサービス

（OSS）については、導入11都府県において新車新規

登録の６割がOSSを利用するなど、普及が進んでい

るところである。

３．検討会の中間とりまとめ概要

これまで述べた関連動向を踏まえながら、検討会

にて議論を進め、本年６月に「中間とりまとめ」を

行った。

中間とりまとめでは、次の４項目を自動車情報の

利活用における重点テーマとして位置付けた。「テ

レマティクス等を活用した安全運転促進保険」、「自

動車トレーサビリティ・サービス」、「安全 OBDに

対応したスキャンツールの共通化」、「検査と整備情

報の相関分析を通じた検査・整備の高度化・効率化」

である。

また、OSSについては、平成29年度までの抜本的

拡大等に加えて、早ければ平成31年度からの軽自動

車へのOSS導入の他、マイナンバーの利用範囲拡

大にあわせてOSSにもマイナンバーを利用した利便

性の向上を検討する、などの内容を盛り込んだ。

４．現在の議論の状況

現在、中間とりまとめにおける重点テーマについ

て、具体化・深度化を図るべく議論・検討を進めて

いる。重点テーマを、「テーマⅠ」と「テーマⅡ」

の２つに分類し議論を進めている。

◇テーマⅠ

①テレマティクス等を活用した安全運転促進保険

概要：自動車の走行情報から得られる急ブレーキ

数等の運転特性に応じて保険料金を設定す

る新自動車保険

②安全OBDに対応したスキャンツールの共通化

概要：安全に係る車両装置の故障診断を共通の機

器（スキャンツール）で可能とする

◇テーマⅡ

③自動車トレーサビリティ・サービス

概要：中古車購入時に、過去のオーナー属性・事

故・整備履歴などの車両履歴情報を「見え

る化」し提供

④検査と整備の相関分析等を通じた検査・整備サー

ビスの高度化・効率化

概要：検査情報と整備情報等の分析を通じて、保

安基準の見直し等の機動的な制度設計とリ

コール部品の早期発見等を実現

これらの重要テーマの個別課題や、テーマⅠ・Ⅱ

毎の共通課題を掘り下げながら議論を深め、年内の

最終とりまとめにつなげていきたいと考えている。
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本自動車会議所は10月28日、東京・港区の日

本自動車会館「くるまプラザ」会議室で平成

26年度第3回道路・環境委員会（委員長＝細野高

弘・全日本トラック協会専務理事）を開催した。今

回は、国土交通省より、道路局企画課の橋本雅道道

路事業調整官と自動車局総務課の小熊弘明企画官を

招き、道路局および自動車局関係の「平成27年度予

算概算要求」の概要について説明を受け、質疑応答、

意見交換を行った。

【道路関係予算概算要求の概要】

橋本調整官は、はじめに平成27年度道路関係予算

概算要求の基本方針・概算要求概要並びにその重点

事項について述べ、最後に建設産業の現状と公共事

業の執行についての説明を行った。

１．基本方針と概算要求概要

今回の基本方針は、「東日本大震災からの復興加

速」、「国民の安全・安心の確保」、「地方の創生、人

口減少の克服」及び「成長戦略の具体化」の４分野

を重点化し、これらの課題に対応した施策の効果の

早期発現を図ることにしている。

（重点４分野に対する主な取り組み）

復興道路・復興支援道路の緊急整備をはじめと

する被災地域の早期復旧・復興に全力で取り組

む。

老朽化する道路施設について、安全性の徹底調

査・総点検、老朽化対策を重点的に実施するとと

もに、道路の防災・震災対策や、代替性の確保の

ための道路ネットワークの整備などを推進する。

また、通学路対策など暮らしの安全に資する事業

を推進する。

「コンパクト＋ネットワーク」の考え方に基づ

き、道の駅やスマートICなどによる拠点の形成や、

道路ネットワークによる地域・拠点の連携を推進

するとともに、ネットワークを賢く使う取り組み

を推進する。

物流ネットワークなど基盤ネットワークの整備

を推進し、わが国の成長のための基盤を強化する。

要求額は表１の通り、事業費は３兆9,313億円、国

費は１兆9,266億円で、前年度比では、事業費で1.13、

国費で1.16となっている。また、この中には、「新し

い日本のための優先課題推進枠」4,251億円（国費）

が含まれている。

公共事業関係費の推移を当初予算で見ると、平成

24年度の4.6兆円を底に平成25年度5.3兆円、平成26

年度5.4兆円とプラスに転じているが、ピーク時と比

べればまだ低く、豊かで安全安心な国土づくりのた

め、今後さらに安定的に確保していきたいと考えて

いる。

２．主な重点事項について

①　道路の老朽化対策：地方公共団体の老朽化対策

が適切に実施できるよう、「道路メンテナンス会

議」を活用した定期点検の着実な推進など地方公

共団体に対する支援措置を講じる。

②　道の駅による拠点の形成：観光や居住など地域

外から活力を呼ぶ「ゲートウェイ型」や、産業振

興や福祉など地域の元気を作る「地域センター型」

として優れた道の駅を選定し、計画段階から総合

的に支援する。

日

　　道路局および自動車局の道路局および自動車局の
「平成平成２７年度予算概算要求年度予算概算要求」についてについて
　道路局および自動車局の
「平成２７年度予算概算要求」について

国土交通省道路局の橋本調整官および自動車局の小熊企画官が説明国土交通省道路局の橋本調整官および自動車局の小熊企画官が説明国土交通省道路局の橋本調整官および自動車局の小熊企画官が説明

平成平成２６２６年度年度 第3回平成２６年度 第3回道路道路・環境委員会開催環境委員会開催道路・環境委員会開催

委員会で説明する橋本調整官（写真中央）。写真円内は小熊企画官委員会で説明する橋本調整官（写真中央）。写真円内は小熊企画官委員会で説明する橋本調整官（写真中央）。写真円内は小熊企画官
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③　無電柱化の推進：新たな無電柱化推進計画を策

定し、同時整備の実施、道路の占用制限の実施、

低コスト手法の導入等により、本格的な無電柱化

を推進。

３．建設産業の現状と公共事業の執行について

昨今、公共事業が民間の建設投資をクラウドアウ

トするとの指摘がマスコミ等であったが、下記４つ

の根拠により、この指摘は当たらないと考えている。

①　公共工事の約９割は土木工事で、民間工事の８

割以上は建築工事。土木と建築では技術、資格、

経験等が異なり流動性がほとんどないため、公共

工事が民間工事をクラウドアウトすることは考え

られない。

②　ここ１年半の景気回復に伴い、民間工事の受注

工事量は増加。

③　現在の技能労働者が絶対数として不足している

状況にはない。

④　市場の実勢に合った適正な賃金を払えば必要な

人手の確保は可能。（現在の賃金水準はピーク時

の約８割）

【自動車局関係予算概算要求の概要】

続いて、小熊企画官が、平成27年度自動車局関係

予算概算要求について、地方創生、安全・安心、被

害者救済の３つの柱の下での主要事項（表２参照）

の説明を行った。概要は以下のとおり。

１．個性あふれる地方の創生と成長戦略の具体化

個性あふれる地方の創生とともに、わが国の成長

実現に向け、国際競争力を強化し、時代の変化に対

応・先取りした、新たな経済発展の基盤となる戦略

的な取り組みを以下の通り推進する。

①　自動車運送事業等における人材の確保・育成に

向けた取り組みの推進：女性・若年者雇用の先駆

的モデル事業の創出や普及啓発、働き方の改善な

どを実施

②　ビッグデータの活用等による地方路線バス事業

の経営革新支援：路線バス事業におけるビッグデ

ータ活用等による汎用的なビジネスモデルの策

定、各地域での導入・普及を促進

③　地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加

速度的普及促進：地域や自動車運送事業者による
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電気自動車や充電施設導入の先駆的な取り組みに

対する補助を実施

④　超小型モビリティの導入促進：地方公共団体等

の主導によるまちづくりと一体となった超小型モ

ビリティの先導・試行導入を重点的に支援

⑤　観光立国の実現に向けた訪日外国人旅行者の受

入環境整備の促進：現状・ニーズ等の把握、共通

ガイドライン等の作成、先行的取組への支援・検

証などを実施

⑥　自動車関連情報の利活用の推進：テレマティク

ス等の活用、自動車トレーサビリティーサービス

の開発など自動車関連情報の利活用による新サー

ビスの創出・産業革新や、OSSの抜本的拡大によ

る自動車関連手続きのさらなる利便向上を推進

⑦　自動車の技術基準の国際標準化等の推進

２．安全・安心な自動車社会の構築

本年３月の北陸自動車道バス事故等を踏まえ、公共

交通の一層の安全確保及び安全な物資の輸送を推進

すべく、事業者における安全対策の取り組みを支援す

るほか、車両の安全対策などを以下のとおり実施する。

①　自動車運送事業の安全対策：事故防止対策支援

推進事業による衝突被害軽減ブレーキ等の導入

や、事業用自動車総合安全情報の分析機能強化、

事業用自動車事故調査委員会による事故要因の調

査分析機能の強化を進める。

②　車両の安全対策：安全基準の拡充・強化、先進

安全自動車（ASV）の導入促進、自動車アセスメン

トの連携により、車両安全対策を着実に実施する。

③　自動車の適切な保守管理の促進

④　環境対応車普及促進対策

⑤　次世代大型車開発・実用化促進事業

３．被害者救済対策の充実

交通事故による重度後遺障害者への支援として、

療護施設の設置・運営、介護料の支給、在宅の重度

後遺障害者による病院や障害者支援施設への短期入

院・入所など、被害者救済対策の充実を図る。また、

自動車安全特別会計から一般会計へ繰り入れられて

いる4,848億円及び利子相当額の合計額の全部または

一部を繰り戻すことについて事項要求（金額を明示

しない要求）を行っている。
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成27年度税制改正の議論が本格スタートした

ことに伴い、自民、公明、民主の3党が10月

下旬、税制改正要望に関するヒアリングを相次いで

開催した。日本自動車会議所も各ヒアリングに出席

し、自動車関係諸税の簡素化・負担軽減などを強く

要望した。平成27年度税制改正では、廃止される予

定の自動車取得税の付け替えとなりかねない「環境

性能課税」の導入が検討されており、この取り扱い

が大きな焦点となっている。このため、当会議所の

新地秀一専務理事は各党のヒアリングで、「このよ

うな税には業界を挙げて断固反対であると申し上げ

たい」と強く訴えるとともに、自動車関係総合団体

として燃料課税にも触れ、「当分の間税率の速やか

な廃止」と「ガソリン税のTax on Taxの速やかな

解消」も要望した。

今年４月に消費税率が５％から８％に引き上げら

れたことに伴い、車体課税の抜本的見直しが待った

なしの局面を迎えている。というのも、国内の新車

販売が４月以降、対前年比でマイナスが続いており、

反動減から回復する兆しが見えないためだ。登録車

と軽自動車を合わせた2013年度の新車販売台数は

569万台となっているが、2013年度はアベノミクス

効果や駆け込み需要などの特殊要因が加味されてい

る。駆け込み需要がなく、消費税率引き上げの影響

を受ける2014年度は、500万台を割り495万台にまで

縮小するとの試算もある。

こうした国内市場の縮小は生産へも波及し、空洞

化や雇用喪失など日本経済への影響は必至だ。国内

の自動車生産と雇用を守るためには、国内市場の活

性化が必要であり、そのためには車体課税の抜本的

見直しをはじめとする「自動車関係諸税の簡素化・

負担軽減」が必須であることは明らか。当会議所で

も、そうした観点から９ページのとおり、６項目の

重点要望事項を掲げている。

各党のヒアリングに出席した当会議所の新地専務

理事は、これら６項目の中でも自動車税の環境性能

課税を取り上げ、「あえて重点的に申し上げたい」

として、「自動車取得税の付け替えとなるような環

境性能課税には断固反対であるということで、業界

全体がまとまっております。是非、このような環境

性能課税は阻止いただきたい」と強く要望した。

消費税率10％への引き上げ時に導入するとされて

いる環境性能課税について、「平成26年度税制改正

大綱」では、「自動車税の取得時の課税として実施

する」、「課税標準は取得価格を基本」、「税率は０～

３％の間で変動する仕組みとする」などとしており、

このままの導入では取得税の付け替えとなり、取得

税廃止の決定を無意味にするものとなる。さらに、

制度も複雑化するため、自動車関係諸税の簡素化・

負担軽減にも逆行する。

日本自動車工業会も環境性能課税の導入には懸念

を表明しており、永塚誠一副会長はヒアリングで、

「制度設計も取得税とほとんど同じですので、これ

では国民を騙すことになるのではないでしょうか。

平

平成平成２７年度税制改正要望ヒアリング年度税制改正要望ヒアリング平成２７年度税制改正要望ヒアリング
自民党自民党、公明党公明党、民主党が開催民主党が開催自民党、公明党、民主党が開催

当会議所など自動車関係団体が出席当会議所など自動車関係団体が出席当会議所など自動車関係団体が出席

「環境性能課税には業界を挙げて断固反対」と強く訴える「環境性能課税には業界を挙げて断固反対」と強く訴える「環境性能課税には業界を挙げて断固反対」と強く訴える

１０月２９日、自民党本部でのヒアリングで要望を述べる当会議所の新地秀一専務理事（写真左側）１０月２９日、自民党本部でのヒアリングで要望を述べる当会議所の新地秀一専務理事（写真左側）１０月２９日、自民党本部でのヒアリングで要望を述べる当会議所の新地秀一専務理事（写真左側）
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環境性能課税は、絶対に取得税の付け替えにしては

いけないというのが私どもの考えです」と訴えた。

このため永塚副会長は、「環境性能課税は『原則非

課税』の設計としていただき、その対象は燃費性能

の悪いクルマにしていただきたい。つまり、バッド

課税という考え方ですが、何がバッドかは、例えば

『2015年度燃費基準未達成車』といった客観的燃費

基準で限定すべきではないでしょうか」と対案も提

示した。

車体課税のほか、新地専務理事は自動車関係総合

団体として燃料課税にも触れ、「当分の間税率の速

やかな廃止」と「ガソリン税のTax on Taxの速や

かな解消」なども要望した。さらに、10月29日の自

民党のヒアリングでは、いわゆる営自格差の見直し

についても言及。昨年、総務省の「自動車関係諸税

のあり方に関する検討会」が、営業用自動車の自動

車税の特例措置（軽減措置）を見直し増税する方向

で検討を始めた経緯を踏まえ、「わが国の経済活動

を支える物流や公共輸送の一翼を担う、営業用自動

車の特例措置は維持すべき」と要望した。

各党のヒアリングへ出席した自動車関係団体（掲

載は発言順）と主催者代表等のご挨拶は次のとおり。

カッコ内は開催日と開催場所。

◇自民党：組織運動本部・国土交通部会（10月29日、

自民党本部）＝日本自動車会議所、全日本トラッ

ク協会、日本自動車整備振興会連合会、日本バス

協会、全国ハイヤー・タクシー連合会、全国軽自

動車協会連合会、全国自家用自動車協会、全国通

運連盟、全国レンタカー協会

田中和顴・組織運動本部長（衆議院議員）

「組織運動本部は、党内でも最大の組織と言っても

過言でないほど多くの職務を担当しています。とり

わけ団体総局の中の各委員会別政策懇談会は、組織

運動本部にとって一番大事な会議です。是非、本日

は皆さま方から税制、予算、政策などに対するさま

ざまなご意見をお聞かせいただき、わが国、わが党

の政策を立ち上げていくことができればと思ってお

ります」

坂井学・国土交通部会長（衆議院議員）

「これから税制改正や予算編成に向けて、環境は決

して楽観できる状況にないことは皆さま方と共通し

ていると思いますが、そうした中でもしっかりと頑

公
明
党
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
（
10
月
28
日
、
衆
議
院

第
２
議
員
会
館
）

民
主
党
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
（
10
月
27
日
、
参
議
院

議
員
会
館
）
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張っていきます」

◇公明党：自動車議員懇話会（10月28日、衆議院第

2議員会館）＝日本自動車工業会、日本自動車販

売協会連合会、全国軽自動車協会連合会、日本自

動車会議所

山口那津男・公明党代表（参議院議員）

「これまで自動車関係税制について議論を重ねてき

たところですが、本日、いよいよ年末に向けて終盤

の議論をしていくことになりました。改めて皆さま

方の要望を伺いながら、税制のみならず、４月から

の消費税率の引き上げの影響や景気動向などについ

ても意見交換できればと思っています」

井上義久・自動車議員懇話会会長（衆議院議員）

「年末に向けて税制改正や予算編成が佳境に入って

きており、改めて皆さま方のご意見をしっかりとお

伺いし、税制改正大綱に反映していきたいと思いま

す。取得税の廃止は決まりましたが、それに関連し

て財源問題などさまざまな議論が行われておりま

す。私ども自動車議員懇話会のベクトルは、皆さま

方と全く同じベクトルですので、年末に向けて頑張

っていきます」

◇民主党：経済産業部門会議（10月27日、参議院議

員会館）＝自動車総連、日本自動車工業会、日本

自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会、

日本中古自動車販売協会連合会、日本自動車会議

所、日本自動車連盟

田嶋要・経済産業部門会議座長（衆議院議員）

「自動車関係諸税は、時代のスピードにまだまだ制

度が追い付いておりませんし、また意図的な新しい

変化球が飛んでくる分野だなと、改めて実感してい

ます。自動車産業は日本をリードする基幹産業とし

て先頭を走っており、これからもそのような時代が

続くと思います。私どもとして、できる限りのご支

援をさせていただきたいと考えております」

（最重点要望事項の抜粋）

○複雑で過重な自動車関係諸税の簡素化・負担軽減

【車体課税の抜本的な見直し】

盧自動車取得税

①消費税率10％への引き上げ時に確実に廃止

②自動車取得税廃止まで、エコカー減税（自動車取得税）を延長

盪自動車重量税

①将来的な廃止を目指し､まずは｢当分の間税率｣（旧暫定税率）の速やかな廃止

②保有時の税負担軽減の観点から、エコカー減税（自動車重量税）の拡充・延長

蘯自動車税

①廃止される自動車取得税の付け替えとなる環境性能課税には反対

②国際的に適正である軽自動車税の水準に見直し

③グリーン化特例の拡充

盻軽自動車税

①軽自動車への重課（平成28年度から適用）とあわせて導入される軽課については、重課に見合

う減税規模とすること

②二輪車の軽自動車税は、増税対象を平成27年度以降に新規取得する新車のみとすること

【燃料課税の抜本的な見直し】

眈ガソリン税、軽油引取税に上乗せされたままの「当分の間税率」（旧暫定税率）の速やかな廃止

眇ガソリン税のTax on Taxの速やかな解消

日本自動車会議所
平成27年度税制改正に関する要望書
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阪自動車会議所は10月11日、大阪市天王寺区

のシェラトン都ホテルでJAF及び自動車税制

改革フォーラムとともに「大阪府自動車政策懇談会」

を開催した。府選出の国会議員からは、自民党府連

会長の竹本直一衆議院議員をはじめ、8名（代理を

含む）の地元選出国会議員の出席のもと、販売や整

備、運輸など地元の自動車関連17団体の代表者が集

まって活発な意見交換を行った。

最初に、業界を代表して大阪会議所の坂本克己会

長が挨拶に立ち、国会議員と業界各位の出席にお礼

を述べた後、「本日の懇談会は、来年10月予定の消

費税10％への引き上げに併せて、自動車関係諸税に

関する議論が、間もなく本格化する予定と伺ってお

り、私ども業界の要望と課題等も説明させていただ

き、改めて大阪の自動車関係業界の実情をご理解い

ただくことを目的として、開催させていただいた」

と開催の趣旨を述べ、「自動車関係業界は、各業種

多くの課題を抱えて厳しい経営環境にある。特に運

送事業については、燃料の高騰や競争激化等により、

厳しい事業運営を強いられている。また、販売・整

備事業など、他の関係事業についても同様に厳しい

状況」と自動車業界の業況を述べた。

それを踏まえての要望として、「業界の長年の懸

案である“関係諸税の簡素化・負担軽減”について

要望を述べさせていただく。平成20年に特定財源か

ら一般財源化になっても、未だに目的税として課せ

られている税が多数残っている。また、旧暫定税率

である“当分の間税率”は当分の間が今もって続い

ている。ガソリンや軽油引取税、自動車重量税につ

いて、まずは旧暫定税率である当分の間税率の速や

かな廃止をお願いしたい。後程、各団体から各々の

税制や政策要望を申し上げるのでよろしくお願いし

たい」と述べた。

続いて、竹本直一衆議院議員（府連会長）から、

「本日は、業界からの税制や政策要望をお聞かせい

ただき、冬の税制改正に反映させる等しっかりと対

応して行きたい」との挨拶があった。

関係団体からは、トラック、タクシー、バス、販

売店連盟、自動車整備振興会、軽自動車協会、JAF

（支部）の各代表者から関係業界の厳しい状況説明

と意見陳述が行われた。

・トラック：軽油価格高騰に対する補助金制度の創

設。高速料金の大口・多頻度割引制度の継続。営

業車割引制度の創設。

・タクシー：大阪府・大阪市が提出した、府下の準

特定地域に対する「特区」提案に反対。

・バス：軽油引取税の当分の間税率の速やかな撤

廃。もしくは、燃料高騰時の当分の間税率の課税

停止措置の発動、等を要望。

・自販連：①取得税を消費税10％段階で確実に廃止

②保有課税の見直し（廃止される取得税の付け替

えとなる環境性能課税に反対。グリーン化特例の

一層の拡充。重量税は将来的廃止も含めて軽減の

方向で見直し、少なくとも当面の間税率の廃止）

等を要望。

・整備振興会：定期点検整備記録簿の虚偽作成と認

証疑似行為に対しては、徹底した取り締まりを要

望。

・軽自動車協会：軽自動車に係る税負担がさらに増

えることのないように要望。

大

「「大阪府自動車政策懇談会大阪府自動車政策懇談会」開催「大阪府自動車政策懇談会」開催

地元選出国会議員地元選出国会議員8名が出名が出席し席し、JAFJAFなどなど１７団体と活発に意見交団体と活発に意見交換地元選出国会議員8名が出席し、JAFなど１７団体と活発に意見交換
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・JAF：ユーザーアンケートで３万598人の回答を

いただいたが、そのほぼ全てが自動車の税金に負

担を感じているとして以下を要望。①取得税・重

量税は、消費増税の如何を問わず、即刻廃止②ガ

ソリン税等に課せられる当分の間税率の廃止 tax

on taxの解消、等を要望。

その後、議員との活発な意見交換が行われ、最後

に北川イッセイ参議院議員より次のとおり締めくく

りの挨拶があった。

「自動車の各団体から、税制や補助金等貴重な意

見をお聞きした。自動車は、国民のライフラインで

あり、国民の生活を如何に守るかという観点からも、

車体課税・燃料高騰問題等、今後の税制改正や予算

編成でしっかりと対応していきたい」

懇談会終了後、関係団体などが「京橋駅（JR・京

阪間通路）」で、「自動車取得税の廃止、環境性能課

税反対、当分の間税率廃止」を訴えるチラシなどを

配布して、自動車ユーザーへの関係諸税の簡素化・

負担軽減を求める街頭活動を展開した。

＜出席議員＞順不同

・竹本 直一衆議院議員（自民党大阪府連会長）

・北川 知克衆議院議員（ 同　　 副会長）

・左藤 章衆議院議員（ 同　　　副会長）

・北川 イッセイ参議院議員

（ 同　　　政調会長）

・原田 憲治衆議院議員

・茂原 英仁氏（中山泰秀衆議院議員秘書）

・榎本 誉士氏（大塚高司衆議院議員秘書）

・北野 卓真氏（とかしきなおみ衆議院議員秘書）

＜業界出席団体＞順不同

JAF、大阪会議所、整備振興、トラック、タクシー、

バス、販売店連盟、自家用自動車、軽自動車、レン

タカー、個人タク、自動車回送、査定協会、交通共

済、タクシー交通共済、オートバイ組合、中販

保坂三藏氏

（東京都自動車会議所会長、元参議院議員）

岡部敬一郎氏

（元石油連盟会長、元当会議所常任理事）

蛇川忠暉氏

（元日野自動車社長、元当会議所評議員）

３氏が旭日重光章に輝く

平成26年秋の叙勲ならびに褒章で、日本自動

車会議所の会員団体・企業関係から多くの方々

が受章し、晴れの栄誉に輝かれた。

叙勲では、通商産業政務次官、参議院経済産

業委員長、経済産業副大臣などを務められた元

参議院議員の保坂三藏氏が旭日重光章を受章さ

「秋の叙勲・褒章」

当会議所関係者多数が受章

れた。保坂氏は、現在、東京都自動車会議所会

長、当会議所評議員を務められている。また、

元コスモ石油社長で石油連盟会長、当会議所常

任理事を務められた岡部敬一郎氏、元日野自動

車社長で当会議所評議員を務められた蛇川忠暉

氏も同じく旭日重光章を受章された。

さらに、元日本発条社長の佐々木謙二氏、元

大阪自動車会議所会長で元全日本トラック協会

副会長の大和健司氏が旭日中綬章を、秋田県全

自動車協会会長の渡駛靖彦氏、石川県自動車会

議所会長で当会議所評議員を務められている要

明英二氏が旭日小綬章を、元運輸省自動車交通

局長で、現在、全国自動車標板協議会会長、全国

自動車検査登録印紙売捌人協議会会長、関東陸

運振興センター会長の山下　勝氏が瑞宝中綬章

をそれぞれ受章された。

褒章では、元リケン社長の小泉年永氏が藍綬

褒章を受章された。

政策懇談会終了後、関係団体スタッフらが京橋駅前でチラ
シなどを配り街頭活動を展開した
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本自動車会議所は10月17日、東京・港区の日

本自動車会館「くるまプラザ」会議室で第

208回会員研修会を開催し、経済産業省製造産業局

自動車課課長補佐の田中宗介氏が「自動車産業戦略

2014（案）」をテーマに講演した。氏は、2007年経

済産業省に入省し、復興庁、中小企業庁などを経て

本年6月より現職。参加した自動車関連団体・企業

を前に、田中氏は「知見のある皆様と連携をさらに

深め、この自動車産業戦略2014をベースに日本の成

長を目指したい」と熱く語った。参加者は約110名。

【講演要旨】

１．現状

（わが国の自動車産業）

自動車産業は非常に重要であり、日本はこの自動

車に頼り切っている。自動車製造業の出荷額は全製

造業の約２割（50兆円）、関連産業就業人口は、全体

の約１割で547万人となっている。また、生産誘発

係数が3.2と大きく、自動車産業で１投資すれば３

倍以上の経済効果が生まれる。公共事業の建設など

では１倍＋α、電機、鉄鋼でも２倍程度にしかなら

ない。ましてや、“振興券”などの形で消費者に直

接配布すると、貯蓄に回される部分もあり１倍以下

になってしまう。何か政策行動をとった場合の経済

活動の活性化度は自動車が圧倒的に大きい。こうし

た意味で日本経済がどうなるかには、自動車が大き

く影響し、政策を打つ場合にも自動車が拠り所にな

る。

次に日本経済の現状の切り口として貿易収支をみ

てみる。日本はエネルギーや原材料、食料を輸入に

依存しており、いかに外貨を稼ぎ購買力をつけるか

が重要である。1990～2000年の頃の貿易黒字の稼ぎ

頭を見てみると輸送用機器、電気機器、一般機械の

３本柱でバランスよく稼いでいた。

経済産業省は昔も今も、日本経済をいろいろな産

業で依って立つ尾根が多くある「八ヶ岳」構造にし

たいと言ってきている。ひとつの産業の好不況があ

っても全体としては変化が穏やかになり、全体とし

てパイが大きくなる日本経済が望ましい。しかし、

リーマンショックを経て電気機器の貿易黒字が過去

の半減以下となり、東日本大震災以降は輸送用機器

で貿易黒字の半分を稼ぎだしている。「八ヶ岳」と

言いながら、自動車頼みになっているという状況で

ある。

直近は、化石燃料の輸入増や価格高騰、為替レー

トの変化などにより輸入額は増加し、貿易収支は赤

字化している。これは、わが国にとって重大なイン

パクトがあり、危機感を持っている。自動車業界に

も頑張ってほしいし、他の産業でのソリューション

をどうするか、これからわれわれも考えなければな

らない。皆様と共に取り組んでいくことだと思って

いる。

（世界の自動車市場と日系メーカー）

世界の自動車市場を見てみると、日系の自動車が

シェアトップであり、世界で販売される自動車の約

３分の１には日本の自動車メーカーのエンブレムが

輝いている。

この日系メーカーの自動車（世界合計2,639万台）

がどこで生産されているかというと、日本国内での

日

自自動車産業戦動車産業戦略２０１０１４（案（案）自動車産業戦略２０１４（案）

経済産業省製造産業局自動車課課長補佐経済産業省製造産業局自動車課課長補佐経済産業省製造産業局自動車課課長補佐田中宗介氏が講演田中宗介氏が講演田中宗介氏が講演
第第２０８２０８回第２０８回会員研修会開催会員研修会開催会員研修会開催
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生産（963万台）から海外への移転が進んでおり、現

地で生産（1,676万台）し現地で販売するものが一番

多くなっている。日本国内の生産は、約半分が輸出

（467万台）され、約半分が国内（496万台）に投入

されている。また、現地化が進み、タイなどから日

系メーカーによる日本への輸入（７万台）も少しず

つ増加している。日系メーカーの視点から見た全体

像では、国内市場は500万台（508万台）、海外市場

で2,000万台以上（2,136万台）が販売されている状

況である。

これを時系列に見てみると、海外生産は増加（1990

年326万台⇒2013年1,676万台）する一方で、国内市

場の減少（1990年778万台⇒2013年538万台）もあっ

て、国内生産は漸減傾向（1990年1,349万台⇒963万

台）にあり、国内生産から海外生産へのシフトが進

んでいる。国内市場は、エコカー補助金などの経済

対策の影響もあり乱高下しているところもあるが、

長期的には、頭打ちかシュリンクしている状況であ

る。

（自動車産業を支える基盤）

国内でどれだけモノづくりに関わり付加価値を生

み出し、どれだけのヒトがそこに携わっているかは、

日本の元気そのものである。

最終的には、自動車という完成品となるが、そこ

に係わるのは多くのサプライヤーがおり、そして市

場に出た後は、様々なサービスなど多くのヒトが関

わっている。そのヒトがどういう企業に就業してい

るかを見てみると、日本で大企業といわれるのは1.1

万社であり就業人口は約３分の１。残りの約３分の

２の就業人口は中小企業が占めている。

これを都道府県別に見てみると、東京都内は大企

業が多く、就業者の半分以上が大企業に勤めている

が、大阪、神奈川、愛知を含めて他の道府県では、

２人に１人の確率で大企業に勤務する人に出会うこ

とはない。大企業就業比率50％超なのは東京のみで

あり、地方では中小企業就業人口が７割から８割が

当たり前である。

（中小企業が直面する経済・社会構造の変化）

中小企業は、日本の経済やモノづくりの根幹だと

われわれは考えている。さらに、20人以下の製造業

や５人以下のサービス業という小規模事業者に細分

類すると、中小企業のうち約9割が小規模企業であ

る。100～200人規模の従業員がいる中規模企業は、

中小企業の約１割である。

ここ10～20年のトレンドをみると、中規模企業数

はあまり変化していないが、小規模企業が圧倒的に

減ってきている。恐らくこの原因は経営者の年齢が

上がってきていることにある。30年前に一番多かっ

た自営業主の年齢は30代・40代であったが、今や60

代・70代が大多数になっている。つまり、世代交代

が進んでいないことを示している。景気悪化などに

よる倒産よりも廃業する方が多くなってくる。

自動車産業戦略の上位概念として、政府として成

長戦略「日本再興戦略」を掲げている。その中でも

産業の新陳代謝を高めていきたいと考えている。現

在、起業率も廃業率も4.5％程度だが、これを10％程

度に上げたいというのが政府の目標である。

廃業を勧めているのではなく、事業承継の円滑化

や事業の多角化などを考えている。産業の新陳代謝

を早期に高めていく必要があり、日本経済にとって

残された時間は少ない。

産業の新陳代謝の活性化は、中小企業に勤める人

だけの問題にとどまらない。つまり、事業を営み、

従業員を雇ってこそ、そこで生活が営まれ、街がで

き、文化ができるわけだが、その経済活動を担う地

域の中小企業がなくなると、働く場がなくなり、働

く人がいなくなる。そして、若手の中小企業経営者

なども都会に移り、地域のリーダーもいなくなるこ

とで、街に新たな文化が生まれなくなるという地域

活性化の問題である。人口減少や若年層減少よりも、

この現象の方が早く進んでいる。

都会の大企業などの大組織に入ることは悪いこと

ではないが、日本全体で見た時に多様性や地域のコ

ミュニティそのものが失われるのではないかと懸念

している。

（産業が直面する経済・社会構造の変化）

製造業の設備投資の推移を見ると、2002年頃から

リーマンショックまでは、国内・海外ともに積極的

に行われており年々増加していた。リーマンショッ

ク後は、国内・海外共に投資が細くなった。2010年

頃に底を打ち、設備投資は増加に転じたが、国内向

けの投資は増えず、海外の設備投資が増加している。

次に製造業とサービス業を比較してみると、GDP

ではサービス業の比率が高く、製造業は20％以下で

あるが、平均給与では製造業445万円、サービス業

310万円と製造業は“稼げる”産業である。ここ10
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年で製造業、サービス業に関わっている方がどうな

ったかを見ると、就業人口は製造業が約265万人減

少し、その分サービス業に就業人口が増加した。つ

まり、“稼げない”側に全体では人が移動している。

また、サービス業の所得はここ10年で46万円減少し

ている。一方、製造業はデフレ下であっても微増し

ている。デフレで製造業の手取りが減ったわけでは

なく、サービス業の中での変化や製造業からサービ

ス業へのシフトが起こっている。

（製造業は元気の源）

製造業が経済成長に資する点を見てみる。まず、

大都市など人口が多く事業所密度の高い地域は、実

質成長率が高くなる。次に製造業比率で見ると、大

都市はサービス業が多いため製造業比率は下がる一

方、人口の少ない地方都市であっても製造業が集積

している地域は、成長率が高くなる。これを見ても

製造業が重要であることが再認識される。

こうした元気の源である製造業生産額のトレンド

を他国と比較してみると、日本はバブル崩壊までは

増加しているが、その後は頭打ちとなっており、ピ

ークは20年前だった。それに比べ、ここ10年、20年

で急激な伸びを示しているのが中国である。サービ

ス産業の中心と思われているアメリカも、ITバブル

以降も継続して増加している。日本に産業構造が非

常に近いドイツも着実に増やしている。韓国も通貨

危機があったが、それ以降も着実に成長している。

成長の源である製造業を他の国はしっかりと成長さ

せており、日本も頑張らなければいけないと改めて

思っている。

2．直面する課題

（新興国市場の拡大）

中国は世界の工場ということで生産額が増加して

いるが、消費の面でも購買力が上がっており、非常

にインパクトのあるマーケットになっている。自動

車市場という切り口で国別に見てみると、より中国

の大きさが見えてくる。20年先まで予測すると一番

ボリュームゾーンで大きくなるのは中国で、すでに

世界一の自動車マーケットだが、まだまだ伸びる見

込みがある。これまで世界の主流であった先進国市

場は、これからは微増または微減の状態である。増

えるところはほぼ全て新興国市場である。

（環境・エネルギー制約）

自動車が世界で使用される限り、付きまとうのは

環境・エネルギーの課題である。わが国においても
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CO2排出量の約２割が運輸部門であり、そのうち９

割が自動車である。

排気ガスのクリーン化や燃費向上のため、各国は

規制を強化しており、環境・エネルギー問題に対応

しようとすると、地域性や各自動車会社の得意とす

る技術によって対応は多様化する。

例えばハイブリッド、次世代ディーゼル、EV、

FCEV、バイオフューエルなど、市場ごとに好まれ

るものは違い、企業の得意不得意や政策的な誘導に

よって、世界中にいろいろなトレンドが生じている。

これに対応するために、自動車産業は多様なパワー

トレインの開発という課題に直面している。さらに、

パワートレインの種類が増え複雑化することで、制

御する変数も増大し開発工数の爆発的増大につなが

っているのではないかと思う。

（前提条件の変化）

もうひとつは、これまで当たり前と思っていたこ

との変化である。

まず、高齢化は、日本に限らず世界で進む。中国

も高齢者の多い社会となり、その他の新興国も同じ

道を歩む。高齢者になると自動車の保有も減少し、

安全についてもクルマ側の安全支援がさらに求めら

れる。都市化の進展による人口密度の過密化によっ

て、高齢者でなくとも運転が難しい環境となってく

る。そういう状態になっても、クルマが敬遠される

存在にならないように、市場で存在意義を出す方策

が求められてくる。

3．自動車産業戦略

ここから、こうした現状や課題を踏まえた、今後

の方策について述べたい。

環境・エネルギー問題への対応や、高齢化・都市

化に伴う安全対策、すなわちクルマが敬遠されるの

ではなく愛されるクルマにするにはどうするかな

ど、さらには低コスト化や多様化など、クルマに求

められる市場のニーズは、大変厳しくなっていると

思う。

さらに、単にアウトプットである“クルマ”が良

ければいいというものではなく“クルマをつくりだ

している過程”が本当に日本国内や進出した海外に

おいて、各地域に貢献して分厚い産業基盤をつくっ

ているか、その基盤をこれからもつくり続けること

ができるか、という課題である。

例えば、こうした基盤づくりのための継続的な人

材育成では、産学連携により若い人材を育てなが

ら、企業と連携した持続的な地域コミュニティがで

きているかというような視点で進めていきたい。ま

た、こうした人材育成の取り組みについての皆さん

や異業種の人達の考え方を教えてほしいと思ってい

る。

（３つの視点）

現状や課題から、自動車産業を見ていく視点を３

つ述べる。

１点目は、市場変化からくる「グローバル戦略」

である。新興国では市場が急速に拡大している。求

められるパワートレインやニーズは国によって変化

するので、従来のように先進国にあるものを新興国

向けにコピーする状況ではない。多様な課題につい

て先進国・新興国同時に対応する必要がある。

２つ目は、クルマが良ければいいということでは

なく、都市の構造なども考えるという「システム戦

略」である。安全面では、高齢化・都市化などによ

りクルマ単体での安全だけではなく、交通状況情報

を活用し運転者の安全支援をする必要がある。環境

・エネルギー問題では、クルマだけ、単体だけで対

応してもすでにクリーン化性能も非常に良くなって

おり、そもそも街や道路の構造はどうあった方がい

いのかという議論を進めるべき状況である。

３つ目は、こうした自動車を中心とした社会や自

動車産業が、どうやって社会に対し貢献し意義を見

出し市場で存在感を放つかという「研究・開発・人

材戦略」である。業界にいる人達だけではなく、例

えば就職前の学生や異業種の人達をどう巻き込んで

いくのか、どう連携するのかという視点である。こ

れからも研究開発を自社で抱え込めるのか、人材育

成や人材の流動性は今のまでで良いのかという視点

でまとめている。

（グローバル戦略）

世界で販売されるクルマの構成を予測したIEA

（国際エネルギー機関）の資料では、ガソリン・デ

ィーゼルは2020年から減少していくように見える。

しかし、増加が予測されているハイブリッドもプラ

グインハイブリッドも内燃機関を搭載しており、内

燃機関のニーズはこの後も増加し、2040年には現在

販売されている内燃機関搭載車の倍くらいに増加す

る予測となっている。同時に電気自動車、ハイブリ

ッドなどの電動技術も増加し、環境・エネルギー問
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題などの市場ニーズに応えていく予測となっている。

日本でクルマをつくり、ものをつくっている人が

雇われ、社会ができ日本が元気になって、製造業中

心に活力ある国といわれるためには、変化した世界

の市場に追随するのではなく、日本において世界に

先んじた自動車市場をつくってしまうことを考えて

いる。それが、今回の戦略にもある次世代自動車の

普及に関する政府目標である。先ほどのIEAの予

測よりも次世代自動車の販売割合を前倒ししてお

り、まずは日本で先進市場を形成し世界市場の変化

に対応できる競争力を生み出したいと考えている。

こうした目標を達成するため、政策的に誘導を進

めており、税制上のインセンティブは燃費や各パワ

ートレインに応じて幅広く進めている。もう少し直

接的にアプローチするため、購入者への補助金も進

めている。また同時に、充電インフラ整備にも支援

を行っている。これらの活用をお願いしたい。

充電インフラ事業については、国の補助対象外の

自己負担部分とランニングコストを自動車メーカー

４社が合同会社を設立し、支援するという取り組み

を行っている。

経済産業省も充電インフラの基金予算をできる限

り延長して、継続的に充電インフラを整えたいと考

えている。さらに、今後も自動車メーカーの協力を

お願いすると共に、異業種の方も巻き込んで、儲か

る充電インフラビジネスのアイデアを期待してい

る。遊びに来るついでに充電するような発想、充電

インフラを使用する先進ユーザーのマーケティング

などのアイデアをお願いしている。充電インフラの

整備状況とEV・PHVの販売状況はリンクしている

ので、両方のインセンティブを進めている。

また、EV・PHVに乗ってみたいという機運づく

りのために、敬遠されがちな高速道路の長距離利用

を促進するためのユーザー調査を行い、調査に協力

したユーザーへ走行距離に応じた協力費を交付する

施策も検討している。

新しい乗り物としての普及の転換点がいろいろ眠

っている。例えば、排ガスも騒音も出さないEVな

ら病院の建物内まで入っていけるかもしれない。こ

うした新たな価値を見出すことで、普及促進を図り

たい。

（システム戦略）

システム戦略の鍵のひとつである自動運転への期

待は、大きく分けて２つ。ひとつは、ヒューマンエ

ラーによる交通事故の減少、もうひとつは渋滞解消

による経済損失や環境損失の大幅改善である。

日本の交通事故は減少してきているが、世界では

都市化や人口増、クルマ保有台数増加により交通事

故死者数は今後15年で倍増（2004年120万人⇒2030

年240万人）すると見ている。

日本では飲酒運転への取り組みや後席シートベル

ト着用などで年間交通事故死者数は5,000人を切る状

況となっているが、2018年に2,500人以下という目標

に対しては下げ止まっている。これは、高齢者の増

加が大きく影響している。高齢者の運転支援技術の

進化は、交通安全のみならず高齢者の健康寿命の改

善や経済活性化など様々な面で社会に貢献するもの

と思う。

自動運転、自動走行はいろいろなメリット、社会

的インパクトがあるので進めていきたい。総理を本

部長とするIT戦略本部でこれから自動運転をどうい

うステップで進めていくかという目標を今年設定

し、そのための研究事業や実証事業のプロジェクト

を進めている。

（研究・開発・人材戦略）

ここが私の一番の関心事である。クルマをつくり、

販売し使用しサービスしリサイクルしている中で、

一番「儲けや成長の種」となり、若い人材を取り込

み元気になるところはどこにあるのか。

自動車の工場にお伺いしてクルマができる様をみ

ていると、コンセプトは自動車会社が創るのだろう

が、実際の開発は誰がしているのか、エンジンベン

チでのエンジン評価は自動車会社だけでできている

のか。アウトソースしている部分もあるだろうし、

完成した日本車にはエンブレムがついているが、開

発過程に外国の技術が相当入っていて頼っている部

分もあるのではないか。なぜ研究開発が日本発でで

きないのか、なぜその人材が入社後一から教育し直

す必要があるのか。就学前の専門分野が修学後に活

かされにくいことが、異業種にいってしまう一因に

なっていれば、大きな機会損失になっていないか。

大学に入って、熱中している実験が実は企業との

共同開発になっていて企業が資金を大学に提供し、

そのまま共同開発の企業に就職するということがで

きれば、理想的な人材育成と研究開発と愛のある製

品製造につながるのではないかという問題意識を持
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っている。

自動車用内燃機関技術研究組合“ＡＩＣＥ”とい

う取り組みが今年から始まった。自動車会社の技術

者は、今後も内燃機関という一見古臭いものに大学

生が関心を持ってもらう世界が必要だという問題意

識を持っており、３年ほど前から具体的な議論を始

めた。その結果として、自動車会社が集まり、共同

でエンジンの研究開発を行い、ひいては自動車用内

燃機関の分野に人材が集まるような取り組みを今年

から実際にスタートしている。

この取り組みは政府の方針とも連携しており、文

部科学省と経済産業省の研究開発予算を500億円集

め、官邸主導で10の技術分野に投下するという“Ｓ

ＩＰ”という取り組みも今年から始まった。

「研究開発というアカデミアの分野」から徐々に

「応用研究と製品開発」というプロセスに移るとい

う部分では、企業も大学も似たところがあると思わ

れるので、もっと大学と産業界が近くにいても良い

のではないか。基礎研究の課題はライバル同士がし

のぎを削るのではなく、協業できるのではないかと

いう問題意識がある。

最近、ドイツとオーストリアの内燃機関を研究す

る大学やエンジニアリング会社を見てきたが、大学

の敷地内にエンジニアリング会社が立地し、風洞施

設や、モーターや内燃機関、ミッションを自在に組

み合わせて研究できるオートメイション化された数

十のエンジンベンチがあった。パートタイムで学生

が働き、企業の発注をこなして資金を稼ぎ、卒業論

文をまるで企業の研究開発と同じレベルで進めてい

る。当然、様々な企業がこの学生を青田買いにくる。

こうして様々な企業に就職した卒業生は教授を中心

に各社とのつながりを生み、そしてまた共同開発の

案件が入ってくる。その資金で新たな設備投資が可

能となるため、最新鋭の設備を大学がもつことにな

り、企業はさらに、その大学に外注したくなるとい

う構図である。

日本の自動車産業の研究開発投資の行先がどこで

消費されているのか、実は海外ではないか、資金だ

けではなくノウハウや人材の種まで渡っているので

はないかと思うと、根深い問題だと考えている。

自動車産業戦略では、すでに立ち上がったAICE

やSIPのプロジェクトのような業界協調する取り組

みを、革新的な電池のプロジェクトや材料のプロジ

ェクトの分野でも進めたいと考えている。これを自

動車OEMにとどまらず、学の分野やサプライヤー、

エンジニアリング会社の分野に広げ、自動車産業ひ

いては産業界全体に広げていけたら良いと思ってい

る。

世界のトレンドは、内燃機関が大きなウェイトを

占めると共に、電動部分が増加しそこに自動走行・

自動運転のような新しい付加価値・システムが入っ

てくる。そういった分野で業界協調して、中長期的

に活力が生まれる環境になるような仕組みづくりが

できたらと考えているので、共に頑張っていきた

い。

こうした取り組みを全国津々浦々、中小企業にま

で広めていこうとする際には、ビッグデータが活用

できるかもしれない。ビッグデータを活用すれば、

企業間の売り上げや物流データを地図上にマッピン

グすることで、地域への影響が大きい中核企業を抽

出することができる。このように様々なビッグデー

タを使用した構造分析を通じて、地域への進出など

企業の効率的な戦略構築や、国や地方自治体の効果

的な政策資源投入につなげていきたい。

東京海上火災保険（現東京海上日動火災保険）元社長
日本損害保険協会元会長
日本自動車会議所元理事

竹田晴夫氏

東京海上火災保険（現東京海上日動火災保険）元社

長で、日本損害保険協会会長、日本自動車会議所理事

を務められた竹田晴夫氏が10月２日、逝去された。92

歳だった。

竹田氏は昭和59年７月に旧東京火災海上保険の社長

に就任、平成２年６月から５年６月まで会長を務めら

れた。社長時代には、損保協会会長（昭和61年６月～

昭和62年６月）、当会議所理事（昭和61年10月～昭和

62年10月）を務められた。

◇◆◇◆

桂田鎭男氏 住友ゴム工業元社長
（当会議所会員元代表者）

住友ゴム工業で社長、会長を務められた桂田鎭男氏

が10月21日、逝去された。92歳だった。

訃 報
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国道路利用者会議第64回全国大会が10月23

日、香川県高松市のアルファあなぶきホール

で開催され、特別会員として当会議所も出席した。

大会では、藤井秀城・東かがわ市長と佐藤邦明・香

川県バス協会会長の両氏が、幹線道路などの慢性的

な渋滞や、渋滞に伴う重大な交通事故が多発してい

る現状を訴え、香川県の大動脈、高松自動車道の4

車線化事業の1日も早い完了などを訴えた。その後、

高規格幹線道路等の未整備区間の解消などを求める

大会要望書が満場一致で採択されて大会が閉会。大

会終了後、出席者らは道路視察に参加し、重点事業

の建設現場などを視察した。

同全国大会は、実行委員会委員長を務める木村嘉

己・香川県道路協会会長の「開会のことば」で幕を

開け、まず綿貫民輔・全国道路利用者会議会長（元

衆議院議長、元建設大臣、元自民党幹事長）が挨拶

に立った。綿貫会長は、「道路は、安全・安心・地

域振興を担う重要なインフラだが、いまだ十分に整

備されているとは言えない。東日本大震災での教訓

は、道路はネットワークとしてつながってこそ効果

を発揮するということ。デフレからの早期脱却や地

方創生実現のためにも、道路整備がいかに必要であ

るかを各方面に発信したい」と述べた。

続いて、国土交通大臣代理の黒田憲司・道路局次

長、浜田恵造・香川県知事、大西秀人・高松市長、

宮本欣貞・香川県議会議長、地元選出国会議員関係

者など多数の来賓が紹介され、東かがわ市長と県バ

ス協会長の「意見発表」をはさみ、要望書が満場一

致で採択されて大会が閉会した。

なお、要望書では、蜴東日本大震災からの復興加

速と事前防災・減災対策、蜴高規格幹線道路等の未

整備区間の解消、蜴道路インフラの老朽化対策――

など６項目を重点要望として取り上げ、「老朽化対

策に必要な予算を確保した上で、長期安定的に道路

整備が進められるよう、平成二十七年度道路関係予

算は、『新しい日本のための優先課題推進枠』を含

め、所要額を確保すること」を要望している。

大会終了後、特別講演も行われ、香川県を「うど

ん県」として全国的に有名にしたPRプロデューサ

ー、殿村美樹氏が「秘められた魅力を売り出す戦略

と発想」をテーマに講演。その後、出席者らは３つ

の視察コースに分かれて道路視察に参加し、当会議

所は高松自動車道４車線化事業、国道11号大内白鳥

バイパスの前山トンネル工事、丸亀町商店街再開発

事業などを視察するコースに参加した。

最初に視察したのは、高松自動車道４車線化事業。

高松自動車道は平成15年３月に全通し、本州と四国

を結ぶ神戸淡路鳴門自動車道や瀬戸中央自動車道と

連結する大動脈として四国経済を支えている。全長

124㎞のうち、高松市以西は４車線で供用している

が、遅れて開通した高松市以東の区間は暫定２車線

で開通。この暫定２車線区間がゴールデンウイーク

などの交通集中時に著しい渋滞を引き起こすことか

ら、現在、鳴門IC～高松市境間52㎞の４車線化事

全

全国道路利用者会全国道路利用者会議全国道路利用者会全国道路利用者会議全国道路利用者会全国道路利用者会議

全国大会と道路視察に参加全国大会と道路視察に参加全国大会と道路視察に参加

高松自動車高松自動車道4車線化事業や丸亀町商店街再開発事業などを視察車線化事業や丸亀町商店街再開発事業などを視察高松自動車道4車線化事業や丸亀町商店街再開発事業などを視察
全国道路利用者会議全国大会で挨拶をする綿貫民輔会長全国道路利用者会議全国大会で挨拶をする綿貫民輔会長全国道路利用者会議全国大会で挨拶をする綿貫民輔会長



平成26年11月10日（第862号） 自動車会議所ニュース

― 19 ―

業が進められている。

４車線化事業は、「コンクリートから人へ」をマ

ニフェストに掲げた民主党政権時に一時凍結されて

いたが、「渋滞は経済的損失が大きい」として、

2012年４月に凍結は解除された。高松市は、四国の

玄関口として国の出先機関や企業の支社・支店など

が集まる、四国経済の拠点でもあり、地元からの事

業再開の要望は非常に強かったという。また、佐藤

県バス協会長によると、「対面交通のため、重大事

故が多発している」として、安全面からも事業再開

は熱望されていたという。実際、今年７月、高速バ

スとトラックが正面衝突し11人が重軽傷を負うとい

う重大事故が起きている。

暫定２車線区間をバスで走ると、いたるとことで

工事が行われており、2019年３月末の完成を目指し

て事業が進んでいた。事業区間全線の用地取得は完

了しており、香川県では１日も早い完成を求めてい

る。総事業費は約650億円にものぼる。

続いて視察した大内白鳥バイパス事業も、慢性的

な渋滞緩和を目的に行われている。高松自動車道と

並行して走る国道11号は徳島と香川を結ぶ幹線道路

で、１日当たりの交通量は２万台にも及ぶ。このう

ち、東かがわ市内の区間で特に朝夕の渋滞が激しい

という。このため、通過交通をバイパスに誘導し、

地域の交通環境を改善する事業として、大内白鳥バ

イパス9.2㎞が事業化されている。また、周辺には全

国一のシェアを誇る手袋産業などの事業所や大内工

業団地もあり、高松自動車道白鳥大内ICへのアク

セスが向上し、地域産業活性化にも寄与するという。

2008年度に着工し、大内白鳥インター線と接続す

る1.2㎞の区間が今年３月に開通している。今回視察

したのは、開通した区間につながる前山トンネル工

事。全長は595mあり、13カ月を要しこの８月に貫

通したばかりだ。前山トンネルを含む2.1㎞が今年度

中に開通予定のため、施工関係者に案内され、総仕

上げ段階のトンネル内部を直接見ることができた。

前述のとおり、高松市は四国経済の拠点というこ

ともあり、四国最大の都市圏を形成している。人口

は約42万人だが、商圏人口で見れば倍の85万人近く

になるとも言われる。その中心部として栄えている

のが、江戸時代から400年以上の歴史を持つ丸亀町

商店街だ。歴史がある半面、老朽化した建物が点在

したり、合理的ではない店舗配置になっていたり、

居住人口が減少してきたりと、マイナス面も指摘さ

れていた。また、郊外のショッピングセンターなど

に客足を奪われ、通行量や商店街の売り上げが半減

した時期もあったという。

そこで、2003年から再開発事業に着手。商業施設

やオフィス、ホテル、住宅などが一体となった街づ

くりを進め、たくさんの若者が集まる“おしゃれな

街”に生まれ変わった。いまや観光客だけでなく、

全国から視察に訪れる自治体関係者も大勢いるとい

う。活気に溢れる丸亀町商店街はもちろん、高松自

動車道などの道路視察も含め、地方創生のヒントに

触れることのできる視察となったのではないか。

高松自動車道の暫定２車線区間は渋滞だけでなく、重大事
故も引き起こす

前山トンネルの工事現場で施工関係者から説明を受ける視
察参加者

若
者
が
集
ま
る
軈
お
し
ゃ
れ
な
街
軋
に
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っ
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亀
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商
店
街
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本自動車会議所は10月23日、24日の両日、山
形県上山市で第91回全国自動車会議所専務理

事会を開催した。会合には、各都府県自動車会議所
から21名が出席、日本自動車会議所の最近の事業活
動を報告するとともに、各会議所が当面する主要課
題についての説明及び意見交換が行われた。
会議では、最初に日本自動車会議所の新地秀一専

務理事が、同会議所の最近の事業概況と今後の活動

方針について総括的に報告した。

続いて、畠山太作常務理事より「平成27年度税制

改正要望書について」と題し、経済産業省、国土交

通省、環境省の関係部局や与野党の国会議員に提出

した要望書に基づき、自動車関係諸税の簡素化・負

担軽減の実現に向けての要望内容について説明。続

いて自動車税制改革フォーラムの活動について、各

地域での活動を紹介すると共に今後の要望活動や、

世論喚起のための活動計画を説明した。

次に池田哲也事務局長から「交通安全活動につい

て」と題し、高齢者交通安全啓発活動を加えた体験

型啓発イベント『交通安全。アクション2014』や後

席シートベルト着用推進の街頭キャンペーンなどの

上期活動実績を報告。併せて、高齢者交通安全啓発

チラシ・ポスターや飲酒運転の根絶を重点取り組み

とする下期の活動計画について説明を行った。

その後、小島正弘環境部長から、エコドライブ啓

発活動について、啓発ポスターの駅貼りや道の駅へ

の掲出について改めて案内が行われた。次に、畠山

常務理事から自動車保有手続のワンストップサービ

ス」の状況について、現在の利用実績や今後の展開

などについて説明。最後に、来年以降の秋季専務理

事会について、全国自動車会議所専務理事会（秋）

の平成27年度の開催時期や平成28年度の候補地につ

いての提案を行い、提案どおり平成27年度は、10月

22日貅・23日貊に静岡県に於いて開催し、平成28年

度は石川県で開催することに決定した。

会議終了後の懇親会では、山形県自動車団体連合

会の鈴木吉徳副会長に歓迎のご挨拶をいただき、参

加者は和やかな雰囲気の中で相互の懇親を深め合っ

た。

日

第210回 会員研修会のご案内

米国の景気回復や行き過ぎた円高の是正などにより、
年初の日本の自動車業界は持続的な成長に向けた力強い
一歩を踏み出しました。しかし、2014年度上半期の国内
生産は、前年同期比で２年ぶりにプラスに転じたものの、
増加率は0.5％と微増にとどまり、単月では７月以降、
マイナスが続いています。その一方で、海外生産が過去
最高を記録したメーカーが続出しました。また、４月の
消費税率８％への引き上げにより、駆け込み需要の反動
減が響き、上半期の新車販売台数は同2.8％減と国内市
場は冷え込んだままです。しかも、新車販売のうち、軽
自動車が４割を超えています。
2014年の日本の自動車業界は、こうした経済や業界構

造の地殻変動に加え、過酷なコスト削減、果てしなき技
術開発、電動化・環境対応など熾烈なグローバル競争に
もさらされています。
日本の自動車産業は、今後も世界をリードしていくこ

とができるのでしょうか？　自動車業界の１年を総括し
ていただく12月恒例の会員研修会は、昨年に引き続き、

シティグループ証券で自動車セクターを担当する人気ア
ナリスト、吉田有史氏を講師にお迎えします。吉田氏に
は、明るい兆しが見え始めたものの、依然厳しい経営環
境下にある2014年の日本の自動車産業を振り返り、今後
を展望していただきます。

記
日　　時 平成26年12月16日（火）

午後３時00分～５時00分
場　　所 日本自動車会館１階

「くるまプラザ」会議室
テ ー マ 「自動車業界

～2014年の振返りと2015年の展望」
講　　師 シティグループ証券㈱

株式調査部
ディレクター　吉田 有史 氏

参 加 費 無料
締め切り 12月9日（火）
申し込み FAX（03－3578－3883）まで

第第９１９１回全国自動車会議所回全国自動車会議所
専務理事会を開催専務理事会を開催

第９１回全国自動車会議所
専務理事会を開催

最近の事業活動や主要最近の事業活動や主要
課題について意見交換課題について意見交換
最近の事業活動や主要
課題について意見交換
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山県自動車会議所は10月4日、5日の両日、
高岡市の富山県産業創造センター（高岡テク

ノドーム）で開催された「とやま環境フェア2014」
に参画し、富山県自動車関係団体等を会員として構
成されている「富山県低公害車導入促進協議会」と
連名で屋内外展示場にブースを設け、「豊かで・安
全で・環境に優しい『くるま社会』の実現を」をキ
ャッチフレーズに総合的な啓発活動を行った。キャ
ラクターショー等の催しが開催されるなど、4日は
6,000人、5日は9,000人の来場者があり、多くの家族
連れなどで賑わった。
「とやま環境フェア2014」は、「水と緑に恵まれ

た富山県の豊かな環境を守るとともに、よりよい環

境を創造するため、環境と経済が調和した低炭素社

会の実現に向けた取り組み事例を含めた、エコライ

フの実践事例を楽しみながら見聞・体感し、エコラ

イフの実践拡大」を目的として開催されており、当

会議所は富山県において展開されている「エコドラ

イブ推進大運動」事業に協賛すべく、今回の出展目

的である、「環境にやさしい自動車（次世代自動車）

の普及」、「自動車から排出されるCO2の削減に寄与

するエコドライブの推進」等を図るための啓発活動

を展開した。

屋外会場では、最新の次世代エコカーとしてトヨ

タ車体の「コムス」（超小型モビリティ）、トヨタの

「プリウス」（PHV）、三菱の「アウトランダー」

（PHEV）、日産の「リーフ」（EV）の試乗・展示会

の開催を行い、来場者の人気・関心を集めた。屋内

会場では、当会議所が継続して行っている「エコド

ライブ」意識調査、「よい子のエコロジー約束手形」

発行、JAFの「よい子のECOカード」発行、日本

自動車会議所の協力を得て配置した状況判断・敏捷

性を測定する「クイックアーム」の実施、「エコド

ライブに関するリーフレット、ステッカー、ティッ

シュ等の配布による啓発」などを行い、子どもから

大人まで幅広い年齢層に人気を集め、大盛況のうち

に啓発活動を終えた。

今後も当会議所は、「豊かで・安全で・環境に優

しい「くるま社会」の実現を」キャッチコピーとし

て、諸々の啓発活動をより一層展開していくことに

している。

富

月の「エコドライブ推進月間」を前に、環境
省は日本経済新聞にエコドライブをアピール

する新聞広告＝23ページ参照＝を掲載した。「『あ、
大切にされているな』。ていねいな運転をされて思
うのは、人も地球も同じです。」というキャッチコ
ピーが目を引く広告には、エコドライブの普及促進
や啓発活動などに取り組んでいる自動車関係21団

体も名を連ね、「わたしたちはエコドライブの取組
を応援しています。」との賛同メッセージを送った。
当会議所も連名団体に入っており、エコドライブ啓
発活動により一層注力していくことにしている。今
回のアピール広告は、10月28日付朝刊に15段（新聞
1ページ分）カラーで掲載された。
環境省をはじめ、警察庁、経済産業省、国土交通

省の関係４省庁は、平成15年度に「エコドライブ普

及連絡会」を設置し、「エコドライブ10のすすめ」

を取りまとめるなどエコドライブの普及推進活動を

積極的に展開してきた。しかし、環境省では「国民

一人ひとりのアクションとして、実際の行動に結び

ついていないのが現状」との認識でおり、昨年12月

にエコドライブを国民的なアクションとするための

「エコドライバープロジェクト」を立ち上げた。今

回の新聞広告もその一環として実施された。

「とやま環境フェア２０１４」へ参加出展「とやま環境フェア２０１４」へ参加出展「とやま環境フェア２０１４」へ参加出展

「豊かで・安全で・環境に優しい「くるま社会」の「豊かで・安全で・環境に優しい「くるま社会」の
実現を」をキャッチフレーズに啓発活動実現を」をキャッチフレーズに啓発活動

「豊かで・安全で・環境に優しい「くるま社会」の
実現を」をキャッチフレーズに啓発活動

富山県自動車会議所富山県自動車会議所富山県自動車会議所

１１月の「エコドライブ推進月間」を前に

環境省が新聞広告掲載

当会議所など自動車関係
２１団体も賛同メッセージ

11
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● ●２４９

あい しゃ どう

愛 車 道

世界で最も高価なコーヒーと言われる“コピ・

ルアク”を一生に一度は飲んでみたいと思ってい

る。清貧生活をしているとはいうものの、それく

らいの贅沢は神様も許してくれることだろう。

朝顔が咲いた頃から、急速な進展を見せている

自室の壁紙の亀裂を眺めながら、熱いだけが取り

得のインスタントコーヒーを飲んでいた秋の昼下

り、唐突に、これまでの自分の人生とはいったい

何だったのだろうかという疑問が湧いてきた。こ

ういったことは、もっと早くに思いを致さなけれ

ばならないのだろうが、そこがそれ、典型的な凡

人体質で固まった輩というものである。

その昔、と言っても中学生の頃のことだから、

かなり以前のことだが、国語の教師から「日記を

書く習慣をつけるように」と指導された。当然の

ように「ハイハイ」と、右から左へと聞き流して

いたのだが、それから20年ほど経って心境が変化

し、メモに近い類の記録をつけるようになった。

現在では、これが誠に重宝なものとなっており、

今さらながら「先生の言うことは正しかった」と

襟を正して反省している。

そこで、これをベースに「人生の年表」つまり

「自分史」をまとめてみようと思い立った。早速

戸籍謄本を取り寄せるやら、兄弟に手紙を書いて

不明の点などを問い合わせるやらといった資料集

めに邁進する。

途中、中学校以来の悪友

に話したところ、したり顔

で「歴代総理とアメリカ大

統領の名前を記しておくと

時代背景が分かりやすい」

と、言わずもがなのアドバ

イス。ともあれ、オリンピ

ック、サッカー・ワールドカップ、東京モーター

ショーなどのイベントを加えていけば充実するだ

ろうが、間口が広がり過ぎるので、その辺りは最

小限に抑える。

何れにせよ、これで様々なことを思い出した。

寅さんのハガキではないが、「恥ずかしきことの

数々」である。今思えば若気の至りであった。

これまでに自動車関係団体などの「記念史」を

何冊か制作した経験があり、一応の手順は心得て

いたので年表作成は予想よりスムースに運んだ。

時折り、調べもののために日本自動車会館１階

の自動車図書館を訪れるが、企業や団体の様々な

「社史」「年史」などに掲載された年表は、原稿作

成時などに極めて参考になる。

ここまで書いたらインスタントコーヒーが冷め

た。電子レンジで温め直さねばなるまい。

＜写真は、日本自動車会議所創立60周年時に制作

された記念史＞

（モーターコラムニスト　牧　博明）

日本自動車会議所会員（平成26年11月１日現在）＝順不同＝
一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ Ｄ ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダ イ ハ ツ 自 動 車 販 売 協 会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
全 国 フ ォ ー ド 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会
一般社団法人 日 本 陸 送 協 会

一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
ア イ ・ テ ィ ・ エ ス ジ ャ パ ン
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
日 中 投 資 促 進 機 構
一般社団法人 青森県自動車団体連合会
一般社団法人 岩手県自動車会議所
一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会

山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員84、推薦会員３）


